
　「守山市人事行政の運営等の公表に関する条例」に基づき、人事行政の運営の状況をお知らせします。詳しくは、市
ホームページをご覧ください。
1. 職員の採用および退職ならびに職員数の状況

3. 給与および休暇に関する状況

平成31年4月1日～
令和２年3月31日 令和２年4月1日

一般行政職 12人 14人
保健師職 ３人 ４人

幼児教育職 15人 ９人
計 30人 27人

（1）職員の採用状況
（平成31年4月1日～令和２年4月1日）

（注）�国、県との人事交流職員や再任用職員は除く。

（注）再任用職員（短時間）は含まず。

（注）国、県との人事交流職員や再任用職員は除く。

区分 平成31年度 平成26年度
一般行政職 102.4 100.4

（3）ラスパイレス指数の状況　（各年度4月1日現在）

(注)�ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地
方公務員の給与水準を示す指数。一般行政職とは、守山市職員の給与に
関する条例に基づく行政職給料表の適用を受ける職。

職員数 対前年
増減数 主な増減理由令和元年 令和２年

一般
行
政
部
門

議会 6人 6人 ー
総務企画 108人 113人 5人 新規事業および事業見直しにかかる事務量増など

税務 22人 22人 ー
民生 128人 130人 2人 待機児童対策のための幼児教育職の増員
衛生 45人 44人 △1人 組織の見直しによる減員など
労働 2人 2人 ー
商工 4人 4人 ー

農林水産 11人 13人 2人 農政関係業務の増加による増員
土木 47人 43人 △4人 土木職の欠員不補充、事業終了による減員
計 373人 377人 4人

教育 98人 106人 8人 ICT化推進のための増員、任期付職員（講師）の新規増員
公
営
企
業
会
計
部
門

水道 10人 10人 ー
下水道 6人 6人 ー

介護保険 19人 19人 ー
国保 6人 6人 ー

後期高齢 3人 3人 ー
計 44人 44人 ー

合計 515人
〔540人〕

527人
〔540人〕 12人

（3）部門別職員数の状況と主な増減理由　（各年度4月1日現在）

退職事由 人数
定年退職 ８人

応募認定退職 ー
普通退職 17人
死亡退職 ー
分限免職 １人

計 26人

（2）職員の退職状況
（平成31年4月1日～令和２年3月31日）

区分 20歳未満 20歳～
23歳

24歳～
27歳

28歳～
31歳

32歳～
35歳

36歳～
39歳

40歳～
43歳

44歳～
47歳

48歳～
51歳

52歳～
55歳

56歳～
59歳

60歳
以上 計

職員数 ー 32人 52人 76人 83人 69人 57人 61人 34人 36人 24人 3人 527人

（4）年齢別職員構成の状況　（令和２年4月1日現在）

住民基本台帳人口
（令和元年度末） 歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（Ｂ） 人件費率（Ｂ／Ａ） （参考）平成30年度の

人件費率
83,852人 28,854,791千円 668,246千円 4,689,135千円 16.3% 16.8%

(注)人件費には、給料、諸手当のほか、共済費、災害補償費および特別職の給料、報酬などを含む。

（1）人件費の状況　（令和元年度普通会計決算）

職員数（Ａ） 給与費 １人当たりの給与費
（Ｂ／Ａ）給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（B）

516人 1,779,687千円 543,433千円 767,638千円 3,090,758千円 5,990千円
（注）職員数は、再任用職員を含む一般職で普通会計に属する職員数。職員手当には退職手当は含まず、給与費は当初予算に計上された金額。

（2）職員給与費の状況　（令和２年度普通会計予算）

区分 守山市
平均年齢 平均給料月額

一般行政職 39.7歳 311,399円
技能労務職 59.6歳 268,867円

（4）職員の平均年齢および平均給料月額の状況　（令和２年4月1日現在）

区分 守山市
初任給 ２年後の給料

一般
行政職

大学卒 188,700円 199,900円
高校卒 154,900円 164,700円

（5）職員の初任給の状況　（令和２年4月1日現在）

区分 経験年数
7年～10年 10年～15年 15年～20年

守山市 大学卒 250,936円 281,857円 327,160円
高校卒 ー ー ー

（6）一般行政職の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和２年4月1日現在）

（7）一般行政職の級別職員数の状況　（令和２年4月1日現在）

級数 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級 計代表的な職名 部長・次長 課長 参事 係長 係長・主査・主任 主事 主事・主事補
職員数 28人 37人 24人 29人 121人 42人 30人 311人
構成比 9.0％ 11.9％   7.7％ 9.3％ 38.9％ 13.6％   9.6％ 100.0％

人事行政の運営などの状況を公表します人事行政の運営などの状況を公表します

2. 人事評価の状況
　評価項目ごとに定める着眼点に基づき、職務遂行の過程において発揮された職員の能力を客観的に評価する「能力評価」および職員
があらかじめ設定した業務目標の達成度の取り組みにより、その業務上の業績を客観的に評価する「業績評価」による人事評価を実施
しており、評価結果は人材育成や給与などの人事管理の基礎として活用している。

問人事課　☎・有 �（582）1117　5（582）0539

（注）対象者が２人以下の項目は「―」と表示。

（8）�職員手当の種類および内容　（令和２年4月1日現在）� �
毎
月
決
ま
っ
て
支
給

地域手当 給料、扶養手当の合計額に6％を乗じた額を支給
扶養手当 扶養親族のある職員に支給【支給額】配偶者6,500円、子10,000円／人(16歳年度初めから22歳年度末ま

では5,000円加算）、父母など6,500円							     
住居手当 借家・借間に居住する職員に支給(最高28,000円／月)					   
通勤手当 通勤距離が片道2km以上である職員に支給(最高55,000円／月)				  

管理職手当 管理または監督の地位にある職員に支給
【支給額】部長級：84,100円、次長級：70,800円、課長級：62,300円、参事級：49,600円

勤
務
実
績
に
　

応
じ
て
支
給

特殊勤務手当 著しく危険、不快、困難など特殊な勤務に従事する職員に支給 (全33種)			 
時間外勤務手当 正規の勤務時間を超えて勤務した職員に支給

宿日直手当 宿日直勤務を行った職員に支給（6,200円／回）				  
期末・勤勉手当 民間における賞与などに相当する手当として、 6月1日および12月1日に在職する職員に支給（計4.5ヵ月分）

[加算措置の状況]職制上の段階、職務の級などによる加算措置(5%～15%)

そ
の
ほ
か

退職手当 [加算措置の状況]�
定年前早期退職特例措置（2％～30％）

(９)特別職の報酬などの状況　（令和２年4月1日現在）

区分 給料月額など
(減額措置前)

期末手当
(令和元年度支給割合)

退職手当
算定方法 支給時期

給
料

市長 701,600円
（877,000円）

3.40月分

給料月額×在職月数
×0.32

任期ごと副市長 634,950円
（747,000円）

給料月額×在職月数
×0.235

教育長 692,000円 給料月額×在職月数
×0.19

報
酬

議長 492,000円
－副議長 422,000円

議員 382,000円

(10)年次有給休暇の使用状況　
（平成31年1月1日～令和元年12月31日）

総付与日数
（Ａ）

総取得日数
（Ｂ）

対象職員数
（Ｃ）※

平均取得日数
（Ｂ/Ｃ）

取得率
（Ｂ/Ａ）

9,709日 2,456日 249人 9.9日 25.3%
※�対象職員とは、平成31年1月1日～令和元年12月31日までの全期間を在職した、非現

業の一般職に属する職員のうち市長部局に勤務する職員。

（11）特別休暇などの状況　（令和２年4月1日現在）

（12）育児休業などの取得状況　（令和元年度）

令和元年度中の育児休業などの取得状況 令和元年度中に新たに育児休業などが取得可能となった職員の育児休業などの取得状況
育児休業取得者数 育児短時間勤務取得者数 部分休業取得者数 育児休業対象者数 育児休業取得者数 育児短時間勤務取得者数 部分休業取得者数

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
3人 52人 － － １人 26人 20人 23人 3人 23人 － － － －

4. 分限および懲戒処分の状況

5. 退職管理の状況 6. 研修に関する状況

（1）�分限処分（職員の意に反する降任・免職）の状況（令和元年度）

（2）休職処分の状況　（令和元年度）

（2）公務災害の状況　（令和元年度）

心身の故障のため、長期休養を要する場合 13人

（3）�懲戒処分の状況　（令和元年度）

（ア）病気休暇
（イ）介護休暇
（ウ）組合休暇
（エ）特別休暇

(エ)の内容
公民権行使 産前・産後 忌引 妊婦通勤緩和
証人などによる出頭 育児時間 父母の追悼の特別行事 妊婦健康診査など
骨髄提供 出産補助 夏季 妊婦障害(つわり)
ボランティア 子の看護 災害・交通機関事故 勤続20年・30年
結婚 介護休暇(短期) 生理 学校行事休暇

※�市長および副市長の給料は、令和３年３月31日まで減額。

（注）�地方公務員の身分を有する休職者、
他団体派遣職員などを含む一般職
の人数。ただし、短時間勤務の再任
用職員、非常勤職員、臨時的任用職
員は除く。〔 〕内は条例定数の合計。

自己都合 早期・定年
勤続20年 19.6695／月 24.586875／月
勤続25年 28.0395／月 33.27075／月
勤続35年 39.7575／月 47.709／月
最高限度額 47.709／月 47.709／月

[支給割合]

勤務実績がよくない場合 免職 1人 一般服務関係
（職務命令違反、信用失墜行為など） 戒告 1人

一般非行関係（傷害など刑法違反など） 1人
合計 2人

　退職後に営利企業などに再就職した者は、離職前５年間に在職した執行機関の組織の職員に対
し、離職前５年間の契約や処分（再就職先およびその子法人に対するものに限る）に関して、離職
後２年間働きかけが禁止されています。なお、離職前５年より前に部長級の職に就いていた者は、
その職の職務に属する契約や処分に関しても離職後２年間、また在職中に再就職先およびその子
法人に対して自ら決定した契約・処分に関しては期間の定めなく働きかけが禁止されている。

７. 福利厚生に関する状況
（１）�職員の健康管理に関する事業の実施状況　（令和元年度）
　職員の健康保持と疾病予防のため労働安全衛生法第66条の規定に基づ
き、職員の健康診断を定期的におこなっている。

　集合研修や派遣研修、組織課題
解決研修などを実施。

通勤災害 1件 公務災害 5件

８. 公平委員会の業務に関する状況
（１）勤務条件に関する措置の要求の状況　（令和元年度）
　該当なし

（２）不利益処分に関する審査請求の状況　（令和元年度）
　該当なし

（３）職員互助会の状況　広報もりやま（８月１日号）に掲載。
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時日時 所場所 内内容 講講師 対対象 定定員 ￥費用 持持ち物 申申込方法 他その他 問問い合わせ 有有線電話




